



























































The Japanese Red Cross Medical Society
部自己負担の導入があった。
　その後も数次にわたり医療法の改正がなされ、病床の量的整備・調整に加えて、医療や医学の進歩に合わせ
た、医療内容に着目した偏在解消に向けた取組を目指すこととなった。
　中でも、平成18年の第五次法改正では、医療計画に主な病気や医療種別に関する整備を記載することとなり、
いわゆる5疾病・5事業＋在宅についても盛り込むこととなった。
2　昨年6月の第6次医療法改正
　第6次医療法改正は、一括法である医療介護総合確保推進法の一部という形で介護保険法等と一緒に改正された。
一括法の目的は、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを
通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進することであり、これを受け地域医療構想等の3つの新た
なツールが制度化された。
3　地域医療構想と病床機能報告と調整会議
　地域医療構想で共有されるビジョンは、2025年の地域における患者の発生状況とそれに伴う医療提供体制であ
る。これを定性的なものではなく、できるだけ定量的に、かつ多面的にとらえることが可能となることが、これ
までの医療計画を更に発展させたポイントとなる。
　つまり、経営における需要要因は前述のとおり将来的な見通しが立つ地域医療構想によって得られるし、供給
要因は病床機能報告制度で、地域の病院の個別のデータが得られることとなる。こうして各病院では、様々な情
報やデータ、診療報酬の点数・算定要件等をもとに、自院の強みをいかした病院経営に加え、地域における自院
の役割を意識した病院経営も展開できることとなる。
　さらに、各病院が考える経営を地域内の他の病院と調和させることも重要であるため、二次医療圏を原則とし
た構想区域ごとに調整会議を設置することも、法定化された。
4　赤十字としての一体感
　地域医療は確実に変わっていく。その中で、赤十字の強みは何なのか。一体的に取り組むメリットは何なの
か。すべての職員が一体感を得られるには、こうした要因を丁寧に解きほぐす必要があるため、当日はよく議論
したいと考えている。
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